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日経新聞平成 13年 5月 9日 

移転のＪＲ貨物安治川口駅開業 

 

 

ＪＲ貨物はユニバ－サル・スタジオ・ジャパン（ＵＳＪ）東南側にある安治川

口駅(此花区)をリニュ－アル開業した。同駅はＵＳＪ建設のため土地区画整理事

業により、ＵＳＪの表玄関、ユニバ－サルシティ駅などの用地として使われた

ため、移転工事を１９９７年から進めていた。敷地は 12 ﾍｸﾀ-ﾙあるが、道路建

設計画により、さらに削られる予定。移転に伴い、貨物の積み下ろしなどの使

う三つのホ－ムを一つに集約した。ＪＲ貨物は移転が計画されている梅田貨物

駅（北区）の受け皿として同駅を活用する。 



読売新聞  6月 9日 
 

大都市税財源 充実など重点 来年度の国家予算  大阪市、要望２８項目

まとめる  
 

 
 国の来年度予算の概算要求に向け、大阪市は、国への要望事項をまとめ、八日、自民、公

明、民主三党の大阪選出国会議員に、それぞれ市内のホテルで説明、協力を求めた。  

 最重点は「地方分権推進と大都市税財源の充実強化の早期実現」「大阪圏の再生」「大阪

経済の活性化と雇用対策の推進」「少子化対策の推進」「ホームレス対策、あいりん対策の

推進」の五項目で、要望事項はこれを含め計二十八項目。  

 大都市税財源の充実強化については、自主的で総合的な行政を行うには大幅な権限、財源

の移譲が必要だとして、法人所得課税や消費・流通課税の配分是正に配慮を求めた。地方交

付税制度の見直しは、一方的に削減することのないよう、税源移譲と一体となって行うべき

だと注文をつけた。  

 また、介護老人保健施設の開設許可、薬局等の開設・変更許可、都市計画事業の認可など

都道府県知事が持つ権限の移譲など十項目を具体的に挙げた。  

 大阪圏の再生では、ＪＲ大阪駅北地区を都市再生特別措置法に基づく「都市再生緊急整備

地域」に一次指定されることや、御堂筋の活性化、道頓堀川の環境整備への財源確保の必要

性を強調。経済面では、御堂筋地区や南港のコスモスクエア地区に新産業創造特区の創設を

求めた。  

 

NAKA
14年





国鉄清算事業団の用地         昭和 62 年 

 清算事業団が所有する用地は,全国でも 8,180ha(62 年 4 月現在)ある。そのうち売却収入が期

待できるもの(3,350ha)の評価額は 8.5 兆円,売却のための基盤整備費 8,000 億円を差し引くと

実収入は 7.7 兆円と見込まれている。 

 これらの土地は,長期債務等の償還に充てるための貴重な財源であり,その処分に当たっては

公正さの確保及び国民負担の軽減の観点から公開競争入札を原則としている。しかし,近年の地

価高騰問題が国民的緊急課題となり,臨時行政改革推進審議会の「当面の地価等土地対策に関す

る答申」(62 年 10 月 12 日)を受け,政府は 62 年 10 月 16 日に「緊急土地対策要綱」を閣議決定

した。同要綱において,清算事業団用地の入札による売却については,現に地価が高騰しつつあ

る地域内においては沈静化するまで見合わせるとともに,地価を顕在化させない土地の処分方

法について検討を進め速やかに結論を得ることとされた。 

 最近,地域によっては,地価の沈静化傾向が顕著になりつつある状況から,これらの地域にお

ける入札の開始について議論がなされている。 

 

 

国鉄清算事業団、あす解散－－政府への皮肉込め…西村康雄理事長、最後のあいさつ 

 

●１９９８年１０月２１日毎日新聞 東京夕刊  

旧国鉄長期債務処理法の成立に伴い、旧国鉄用地の売却処分などを行ってきた国鉄清算事業団が２

２日に解散する。正式な解散を前に２１日午前、西村康雄理事長が東京・西新橋のビルにある事業

団本社で職員に最後のあいさつを行った。  

 あいさつに立った西村理事長は約１２０人の職員を前に、「どんなに資産処分に努力しても、

およそ１兆円の利払いなどで、債務は減るどころか増える一方だった。課された使命は達成の

可能性はないのに、使命を果たしていないと非難を受けなければならなかった。皆さんも肩身

の狭い気持ちでいたと思う」と述べ、債務処理の抜本策を先送りしてきた政府に対する皮肉を

込めるとともに、職員の苦労をねぎらった。  

 同事業団は１９８７年４月の国鉄分割・民営化に伴って発足。当初２５兆５０００億円の債

務を返済するため、約９２５０ヘクタールの旧国鉄用地を引き継ぎ、これまでに汐留貨物駅跡

地（東京都港区）など約７８００ヘクタールを処分し、６兆４５２０億円を売り上げた。また、

ＪＲ東日本、西日本、東海の株８２４万株のうち５２２万株を売り、約２兆５００億円の売却

益が債務返済に回された。 

 しかし、政府による債務の抜本処理策が先送りされてきた影響で年間約１兆円という金利負

担が生じ、債務は今年度で２７兆７０００億円と逆に増えた。土地も汐留跡地の一部（約０・

９ヘクタール）、ＪＲ秋葉原駅周辺（東京、約３ヘクタール）、梅田貨物駅跡地（大阪、約２

０ヘクタール）など約１４５０ヘクタール（約５０００億円相当）が売れ残っている。今回の

処理法により、資産処分の業務は鉄道建設公団に引き継がれ、債務のうち２３兆５０００億円

は「国民負担」として一般会計で６０年間かけて返済される。 



 

15/9/19 国土交通省鉄道局総務部特定管理室 松本氏より  代表 03-5253-8111 

 ★旧国鉄の債務について 

昭和 62 年清算事業団発足 当時の目論見 

   ２５.5 兆円の債務 内１３兆は国民負担 

            内１２.5 兆は土地、売却で清算 

 しかしバブル崩壊で目論見外れる 

 平成 10 年 10 月清算事業団解散に伴い法律で下記のとおり決定された。 

   債務は膨らんで２８兆 内１６兆の有利子負債及び８兆の無利子負債は一般会計へ 

   残り４兆のうち０.2 兆はＪＲへ負担させる。 

   鉄道共済は 3000 億しかないのでさらに 7000 億を債務から 

   60 年間国鉄ＯＢの面倒を見ていく。 

 補助金として年間 650 億が国から鉄建公団へ    ※1 

★ 梅田が売れた場合のお金の流れについて 

 収入はＯＢ年金の費用に 

 吹田などの整備費用は鉄建公団から出す。 

※ 1 の補助金が減らされる可能性が。 

鉄建公団 清算事業本部が担当部署 

 以上です。 
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育和の皆様へ                    平成 16年 5月 17日 

育和連合町会       会 長 井原 政次 
育和社会福祉協議会    会 長 横山 幸子 
百済貨物駅問題対策委員会 委員長 藤原 正信 

 

百済貨物駅問題について 
 

 すでにご承知のように梅田貨物駅売却計画にともない、吹田操車場跡地と百済貨物駅

がその移転先として計画されております。（別添育和まちづくりの会資料より） 
私たちは育和地域になんのメリットもなく、さらにディーゼル車の排ガス、交通渋滞、

大型車による振動など公害をもたらすだけの本計画に対して、大阪市長および鉄道建

設・運輸施設整備支援機構国鉄清算事業本部西日本支社（機構）支社長あてに移転計画

を中止するよう、要望書を 4月 23日提出し、白紙撤回を求めました。（別添要望書） 
 去る 2月 14日育和小学校講堂で行われました機構主催の説明会には、400名を超え
る地域の皆様にご出席いただきました。当日の皆様の「移転計画反対への熱意」は大阪

市、機構へ大きな衝撃を与えたに違いありません。（別添新聞記事） 
さらに、当日育和地区に対策委員会設置の合意も得ることができました。とりあえず

育和連合各町会長はじめ、育和社会福祉協議会理事より対策委員会へ参加できる方を募

り、百済貨物駅問題対策委員会が設立されました。今後、さらに委員会へ参加していた

だける皆様を募る予定です。同時にこれまでは育和連合町会、育和社会福祉協議会の代

表者が大阪市、機構との話し合いの窓口になっていましたが、今後は対策委員会が育和

地区を代表することとなりました。 
 
対策委員会では皆様の署名をはじめ、いくつかの活動を検討しております。移転計画

阻止のためには、皆様の一層のご支持が欠かせません。どうかこれからもご指導、ご理

解、ご協力いただけますよう心よりお願い申し上げます。 
 

 ◆お詫びとお知らせ 
皆様には対策委員会の動向をお知らせが大変遅くなっていましたことをお詫び申し

上げます。なお、昨年の夏からの経過、議事録などは育和まちづくりの会ホームページ

（育和で検索できます）に載せています。ぜひ、ご覧ください。 
ご捺印 
 
 

回覧 



平成 16年 4月 6日 
                    育和連合町会    会 長 井原 政次 

育和社会福祉協議会 会 長 横山 幸子 
          百済貨物駅問題対策委員会 

                              委員長 藤原 正信 
 

要望書 

 
 平成 16 年 2 月 14 日に大阪市が司会し、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

国鉄清算事業本部西日本支社（以下機構という）が説明した「梅田貨物駅の百済貨物駅へ

の移転計画（案）」（以下計画（案）という）について、育和地域は次のように確認した。 

 ご承知の通り、この今林 3 丁目の 4 万坪の貨物駅用地は太平洋戦争中に軍事目的で買収
され、紆余曲折があり百済貨物駅になった。計画（案）の地下道、陸橋は当時の履行され

なかった買収条件だった。区画整理で整備した道路も住民の生活道路であって大きなトラ

ックが走るためのものではなかった。貨物駅の北側の通りは扱い貨物量 50数万トンの現在
でも一日に何回となく渋滞している。何故百済貨物駅がさらに梅田貨物駅の機能移転を引

きうけ、この街が公害被害を増し受けしなければならないのか。計画（案）は被害を増や

すだけで、今の被害を緩和させることはもちろん、何ら地域にプラスになると思えるもの

がない。 
 その上、隣接した杭全交差点とその周辺地域は以前からの問題地域だ。周辺住民に及ぼ

す公害被害はわずかしか増えないから気にするなと説明したが、計画（案）立案者は、コ

ンテナを積んだ車が信号で止まるときの振動と轟音を知っているか。混雑時にはトラック

がクラクションを鳴らすので寝ていられないのを知っているか。夏などは一日掃除をしな

かったらディーゼルの真っ黒な埃がわっと溜まるのを知っているか。現状でも車が渋滞し

て救急車も消防車も走れないことが多いのを知っているか。これ以上車が増える計画に地

域は黙ってはおれない。駅構内には余裕があっても駅周辺地域には余裕がない。今の道路

は、例え一台でも増やす余地はない。説明は身勝手で、これまでの経過も駅内外の環境に

与える影響も、自分たちに都合の悪いことは言っていない。道路交通予測も環境影響評価

も机上の空論にすぎない。 
 平成１６年２月１４日の説明は、いずれからも反対だ。新聞はもう百済に決まったとか

き、NHKまでもが決まったと放送した。地元に説明がなく、地元が同意しないままに勝手
に決めた計画には絶対反対だ。 
 
この確認にもとづき、育和地域は大阪市及び機構に要望する。 

 

一、真っ当な、地域にふさわしい計画（案）の再提示を求める 
一、周辺地域の環境改善と科学的な予測・評価を求める 
一、確っかり説明責任を果たして頂きたい 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 
国鉄清算事業本部西日本支社長 
         増田 敏夫様 

この要望書は育和地区の十九町会の会長の署

名を添えて大阪市長・機構支社長あてに提出した

ものです。 

 



「梅田貨物駅の百済駅への移転計画」の 

 中止を求める要求書 

大阪市長 関 淳一様 

 

 百済貨物駅周辺住民の私たちは、今回の移転計画に関して、これまでの経緯から百済貨物駅へ

移転してくる理由を理解できない。また、移転に伴い増加するディーゼルトラックの排気ガス、振動、騒

音、交通渋滞や、コンテナ貨車による排気ガス、騒音、振動などを防ぐための計画などが示されてい

ない。機構の「トラックによる公害被害はわずかしか増えない」という見解ひとつをとっても、現状の周辺

地域の状況を把握しているとは考えられない。大阪市が定めている百済貨物駅の広域避難場所とし

ての機能はどうなるのか？まったく無視しているとしか考えられない。また、貨物駅構内などから土壌汚染

対策法の指定基準値を大きく超えた鉛など有毒物質が、相次いで検出されたという問題も発生した。原因も究

明されていない。私たち周辺住民は現在でも大きな問題を含んだ私たちの住環境を、さらに悪化させる

現状の計画を受け入れることは絶対にできない。そのため私たち百済貨物駅周辺住民は、本移転計

画に絶対反対し即刻中止することを要求するものである。 

【要求事項】 

一、 百済貨物駅への移転計画の白紙撤回を要求する。 

二、 大阪市は百済貨物駅周辺のまちづくりを住民とともに計画すること。 

平成 16 年 6 月 20 日 

  

 氏  名 住  所 

1 

 
 大阪市東住吉区        丁目    番    号 

2   大阪市東住吉区        丁目    番    号 

3   大阪市東住吉区        丁目    番    号 

4   大阪市東住吉区        丁目    番    号 

5   大阪市東住吉区        丁目    番    号 

6   大阪市東住吉区        丁目    番    号 

7   大阪市東住吉区        丁目    番    号 

8   大阪市東住吉区        丁目    番    号 

    育和連合町会          育和社会福祉協議会          百済貨物駅問題対策委員会 

ご
署
名
欄
①

各戸配布です。２ケ所にご家族皆様のご署名後、6月 21 日までに班長様ポストへお願いします。

連絡先 百済貨物駅問題対策委員長 藤原 正信 杭全 1-17-12 電話 6714-3331 

A 





育和の皆様へ         平成 16年 8月 10日 

 
育和連合町会            会 長   井原 政次 
育和社会福祉協議会       会 長   横山 幸子 
百済貨物駅問題対策委員会  委員長   藤原 正信 

 

ご署名のお礼 

 
先日皆様にお願いいたしました「梅田貨物駅の百済駅への移転計画の中止を求める要求書」には

10,089名のご署名をいただきました。これは育和連合の皆様の約 82％に当たります。本移転計画に
育和地区住民の意向は「白紙撤回」ということが再確認されたことになります。ご署名いただきました要

求書は 8 月 5 日、大阪市長に提出し、育和地区の「白紙撤回」の意思を伝えました。機構・ＪＲ貨物
にも近日中に提出します。皆様にはご協力いただき誠にありがとうございました。育和地区の将来と環境

の大切さを真剣にお考えいただいている方々がこんなに多くおられることをたいへん心強く感じておりま

す。 
本対策委員会ではほぼ月２回程度の会議を重ねております。現在、育和連合町会・育和社会福

祉協議会並びに本対策委員会では東住吉区、平野区の各連合町会にも 育和地区をはじめとする

百済貨物駅周辺地区住民の窮状をご理解いただき、さらにご支援いただけますよう強くお願いしておりま

す。さらに生野区へも同様の働きかけを行う予定です。 
「これ以上の環境悪化は絶対許さない。」という住民の皆様のご意向は、今後とも大阪市・機構・JR
貨物側に強く伝えていく所存です。今後とも皆様には育和地区のため一層のご理解、ご支援、ご協力

をお願いいたします。 
 

回覧にてお願いいたします。 

上
段 

大
阪
市
長
あ
て
要
求
書 

下
段 

機
構
・JR

貨
物
あ
て
要
求
書 

町
会
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に
フ
ァ
イ
ル

連
合
・育
和
社
協
・対
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代
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二
十
八
名
で
大
阪
市
役
所
へ

読売新聞記事裏面 

ご捺印

育和まちづくりの会ホームページにも詳しく掲載中。 ヤフーなどで育和で検索できます。 



育和連合町会　会長 中町会 ① 253 名 253 名

百済貨物駅問題対策
委員会　　　委員長

杭全1町会　 ② 725 名 725 名

杭全2西町会 ③ 473 名 468 名

杭全2東町会 ④ 347 名 347 名

杭全3町会 ⑤ 578 名 578 名

杭全4町会 ⑥ 698 名 696 名

杭全5町会 ⑦ 605 名 604 名

杭全6町会 ⑧ 399 名 402 名

東町会 ⑨ 534 名 526 名

西町会 ⑩ 464 名 464 名

南町会 ⑪ 526 名 526 名

北町会 ⑫ 370 名 370 名

今川第1町会 ⑬ 241 名 235 名

今川町会 ⑭ 514 名 514 名

今川南町会 ⑮ 715 名 710 名

白鷺町会 ⑯ 596 名 601 名

大通町会 ⑰ 624 名 617 名

今林町会 ⑱ 1,223 名 1,223 名

東部ｺｰﾎﾟ
　　町会 ⑲ 204 名 204 名

加入世帯数　4,603世帯 10,089 名 10,063 名

機構・JR貨物

「梅田貨物駅の百済駅への移転計画」の中止を求める要求書
　　育和連合各町会会長署名及び各町会署名者数　　　（順不

同）

大阪市長宛

★★★参考資料★★★

平成12年国勢調査
育和人口13,614
世帯数　 5,101
I世帯人数　2.67人

4,603×2.67＝12,290
　　　　･･･加入者数
10,089÷12,290=82.1%

　82.1％の署名数とい
える。



どうして梅田貨物駅を百済駅に？ 

理解できない大阪市・機構の説明 

これまでの経過 
これまでの経過をまとめてみました。今後、主な問題を皆様に継続してご説明してまいります。 
① １９８７年Ｓ62 ・梅田貨物駅の機能を吹田に全面移転計画。吹田拒否   

・国鉄債務返済充当のため。 
② １９９７年Ｈ9 日経新聞   ・梅田の半分を吹田と百済へ。 ・磯村市長「地元の理解が欠かせない」 
③ 1９９８年Ｈ10 日経新聞 ・ﾕﾆﾊﾞ-ｻﾙｽﾀｼﾞｵ、ｵ-ﾌﾟﾝに伴い、大阪市は安治川口貨物駅の縮小を 

希望。 
④ １９９９年Ｈ11 ・吹田市、摂津市、大阪府、鉄建公団（現機構）、JR 貨物の五者で協議。（大阪市は不

参加） 吹田は年 100万トン以内 1日 12本以内 1日 1000台以内、環境アセス
実施、残りの半分は大阪市内、などを決める。 

⑤ ２００３年Ｈ15 日経新聞 ・吹田市長、大阪市内の受け入れ先の決定を。 
⑥ Ｈ15/7 
   ・大阪市・市議、育和地区代表者に 
      機構が 50％の受入れ施設を整備すると決めたと通告。 
      一部町会長などが反対。以後数度にわたり大阪市、機構との話し合い。 
⑦ Ｈ16/2/14 
   ・育和小学校講堂で機構主催による説明会。 

 ４００人を超える住民が参加。機構の説明は理解しづらい住民の発言は大阪市・機構に対する不

満や不信に終始した。機構が退席した 9時ごろから育和まちづくりの会が説明。 
機構の一方的な説明で、住民が判断するのは公平でないので、「地元からも同時に説明したい」

との要望が、大阪市、機構、により無視された進め方の説明会となった。      
⑧ Ｈ16/3 
    ・百済貨物駅問題対策委員会発足。 
        とりあえずのメンバーは育和連合町会、育和社協役員のなかから志願者。 
        ただし志願しなかった役員も全面的に対策委に協力する。 
⑨ Ｈ16/4     育和地区の１９町会長連名で反対の署名を大阪市へ提出。 
⑩ Ｈ16/6/15 対策委は平野連合へ説明、理解協力を要請。 
⑪ Ｈ16/7/24 対策委は山田東住吉区連合町会長へ、東住吉区連合町会長会議において育和から説

明の実施を要請。 
⑫ Ｈ16/8/5   育和地区住民の約 82％にあたる 10,089名の反対署名を大阪市長へ ・機構へも。 
⑬ Ｈ16/9/2   百済貨物駅ではこれまで扱っていなかった特別産業廃棄物（梅田貨物駅では 
           扱っている）も扱うことになっていることがわかった。地元への通告は一切ない。このことは、 

現在百済駅の扱い量が増えているとの声をよく聞くが、なし崩し的に貨物も梅田駅から 
百済駅に移動させているとも捕らえられる。 

 

百済貨物駅問題対策委員会だより

平成 16年 9月 2日 

吹

田 

百

済 

ご捺印

発覚！ 



•１日 トラック１２００台増1760台に

（吹田は１０００台 しか認めない）

・振動・騒音など公害のばら撒き

•危険物の増加

•広域避難所は？

•悪くなることは？

百済 吹田の比較

すべてにわたって百済は不利

1,0001,760トラック 日

100 万㌧154 万㌧貨物量 年間

22ha まちづくりに

2714面積 ha

吹 田百 済

1,0001,760トラック 日

100 万㌧154 万㌧貨物量 年間

22ha まちづくりに

2714面積 ha

吹 田百 済

ディ－ゼルﾄﾗｯｸ　機関車から排出
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良くなることは？

これまでの経過　図解

吹田拒否！





Word Watching

静　脈　物　流

　長年にわたって行われてきた大量生産，大

量消費，大量廃棄の結果，私たちはさまざま

な環境問題に直面しています。一方で限りあ

る資源を最大限に活用することがわが国の持

続的発展のための最大の課題となっています。

こうした状況を踏まえ ���� 年６月２日「循環

型社会形成基本法」が公布されました。この

ような循環型経済システムの構築に重要な役

割を担おうとしているのが「静脈物流」です。

　今回は，わが国における「静脈物流」の概

要と意義，問題点などについてまとめてみま

した。

１．静脈物流とは

（１）定義

　「静脈物流」という言葉が，どのような経

緯で使用されるようになったのかは明らかで

はありませんが，1992 年の地球サミット以後，

環境問題が議論される中で自然発生的に出て

きたようです。ただ，“静脈”という言葉は，

1970 年代半ばには既に「静脈産業」という形

で新聞記事等に登場しています。当時は地球

資源の枯渇が石油問題との関連で大きな話題

となっていたようです。

　1976 年に設立された静脈産業研究所（旧：

静脈ビジネス研究会）によれば，「静脈産業」

とは，人間の身体における静脈のように，汚

れた血液を全身から集めて浄化させるため欠

かすことのできない重要な役目をする産業と

いう意味を持っているということです。「静

脈物流」も同様に人間の血液循環系統にたと

えた名称といえます。原材料から製造業や建

設業で作られた製品等を運ぶ物流を，新鮮な

血液を運ぶ「動脈物流」と考え，それらの製

品等が消費・使用された後の廃棄物・不要物

の収集と処理を行うまでの運搬や，リサイク

ル化して再び再利用可能な原材料に戻すまで

の運搬が「静脈物流」と考えられています。

　身近な例では，使い捨てカメラや空き缶・

古紙などの回収および処理のための運搬など

も静脈物流の一種といえます。

図表１　静脈物流のイメージ

（２）注目されている理由

　「静脈物流」が現在注目されている背景に

は，これまでの大量生産・大量消費・大量廃

棄型の経済システムを反省し改善しようとす

る人々の意識が近年高まってきた結果，廃棄

物の排出抑制や資源リサイクルの促進などに

よる，循環型経済システムの速やかな構築が

求められているということがあります。また，

これまでの物流の考え方である SCM（Supply

Chain Management） - 調達・加工・流通・販

売 -　からさらに一歩踏み込んだ LCM（Life

Cycle Management） -調達・加工・流通・販売

＋回収・解体・再生(リサイクル)という考え

方に変えていく必要性からも「静脈物流」が

注目されてきていると考えられます。

原材料
・原料

廃棄物

生産
活動

廃棄物
処理

処理・処分

動
脈
物
流

静
脈
物
流

静脈産業



 

 

 

 

  

  

 

排出権取引制度ご存じですか？  
 
CO2削減目標を達成できない企業は「排出できる 

権利」を買わなければならない時代は目前。 

CO2の排出量が格段に少ないクリーンな鉄道輸送な

ら、きっと御社の物流戦略にお役に立てます。 

平成13年4月26日開催の環境省

中央環境審議会資料より 

あなたの会社のレールウェイシフトに国が支援
 

国土交通省は2002年から鉄道などの利用者に補助金を出してモーダルシフトを促進するという 

画期的なソフト支援策を打ち出しております。 

幹線物流分野で物流事業者・お客様などが計画的な輸送の共同化やモーダルシフトなど環境負荷

低減に取り組むプロジェクトに事業費の1/3を国庫補助するものです。 

レールウェイシフトへの提言や補助金申請手続などはJR貨物がお手伝いさせて頂きます。

静脈物流の実例

 

神奈川県川崎市の生活廃棄物は
機密性の高い専用コンテナで輸送
されています。 

 

下水道汚泥のような悪臭のある廃
棄物輸送は、密閉性の高い専用コ
ンテナで輸送されています。 

 

全国各地から専用処理施設に向け
て廃棄物輸送を行っています。

 

一度に大量の土砂を運べ、低公害
低コストのトリプルメリット！！

1/2 ページJR貨物関西支社 環境に優しい鉄道輸送

2004/09/11http://www.jrfkansai.com/htdocs/kankyou/index.htm



 

  

 

 

専用コンテナにより、安全・確実に
輸送されています。

 

貨物駅構内における産業廃棄物の中間処理
 

駅構内に産業廃棄物の中間処理施設がある貨物駅

に向け、全国から廃棄物が鉄道によって運ばれてい

ます。 

構内で処理するため、物流コストを削減でき、また、 

焼却灰の再利用など物資保全にも有効となっていま

す。 

貨物駅構内にある産業廃棄物中間処理

2/2 ページJR貨物関西支社 環境に優しい鉄道輸送

2004/09/11http://www.jrfkansai.com/htdocs/kankyou/index.htm
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毎日新聞 2004年 9月 24日 3時 00分 

肺がん発生率：幹線道路近くの住人で高く 胃がんも 

 幹線道路から５０メートル以内に住んでいる人は肺がんや胃がんになるリスクが高いことが、千葉県

がんセンター研究局疫学研究部の三上春夫部長らの調査で分かった。男性の肺がんで１．７６倍、

男女の胃がんで１．６８倍、それぞれ発生率が高くなっているという。２９日から福岡市で開かれる日

本癌（がん）学会で発表する。 

 三上部長らは９０～９４年に同県内のある市で胃、大腸、肝、子宮、乳房のがんと診断された人の

うち、１２時間の交通量が５０００台以上の幹線道路から５００メートル以内に住む５２８人について、幹

線道路からの距離を精密に計測した。 

 続いて、当時の国勢調査に基づいた人口と実際の患者数から、５００メートル以内に住む人のが

ん発生率を割り出した。これをもとに５０メートル以内の発生数を予測し、実際の患者数と比べた。 

 この結果、予測発生数と実際の患者数は、男性の肺がんで９．６４人と１７人、男性の胃がんで２２．

０１人と３７人、女性の胃がんで１２．５４人と２１人だった。幹線道路から５０メートル以内に住む人はよ

り遠くの住民よりも、発生率が男性の肺がんで１．７６倍、男女の胃がんで１．６８倍高いことになる。 

 他のがんでは、女性の肺がん２．００倍、男性の大腸がん１．３２倍、女性の大腸がん１．６２倍、男

性の肝がん１．４６倍、女性の肝がん１．１９倍、乳がん０．８７倍、子宮がん１．０４倍－－との結果だ

ったが、患者数が少ないなどで統計的に意味のある数字にならなかった。 

 三上部長は「５０メートル以内に住むがん患者の年齢は全県平均より若く、交通量の多い幹線道

路特有の事情があると考えられる。自動車の排ガスに含まれる有害成分が関与しているとみられる

が、胃がんでもリスクが高くなっているので、単純に吸入だけの影響ではないようだ」と話している。 

【吉川学】 

http://www.mainichi-msn.co.jp/kurashi/news/20040924k0000m040159000c.html 
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